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施策 

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

60  未公開株の取引等を利用した高齢者などを狙った詐

欺的商法による新たな消費者被害の事案について、情

報集約から取締までを一貫してかつ迅速に行う体制を

構築して、取締りを強化します。また、高齢者に被害

が集中していることを踏まえ、多様なチャネルを通じ

た注意喚起・普及啓発を強化します。さらに、被害の

防止・回復の迅速化等に向けた制度の運用・整備の在

り方についても検討を行います。 

特に、無登録業者による違法な勧誘行為について、

国民に対する情報提供と注意喚起を一層充実させま

す。悪質な業者に対しては文書による警告を行うほか、

警察等関係行政機関との情報交換・意見交換を行うこ

とにより、被害の未然防止及び拡大防止を図ります。

消費者庁 

警察庁 

金融庁 

継続的に実施・引

き続き検討しま

す。 

62  無登録業者による未公開株の販売やファンド業者に

よる資金の流用等の詐欺的な事案が見られるところ、

金融商品取引法違反行為を行う者に対する裁判所への

差止命令の実効性を確保するため、罰則規定の整備を

盛り込んだ法案を国会に提出し、同法案の成立・施行

後は、差止命令の申立て制度の活用に向け関係者間で

検討を進めます。 

金融庁 引き続き検討し

ます。 

27 食品のリコール社告の規格化の必要性について、消

費者、事業者及び関係省庁等の意見を聴取し、必要性

が認められた場合には、規格化に着手します。 

農林水産省 平成 22 年度中

に、食品のリコー

ル社告の規格化

の必要性につい

て結論を得ます。

69 食品表示に関する一元的な法律の制定など法体系の

在り方については、農林物資の規格化及び品質表示の

適正化に関する法律、食品衛生法、健康増進法等の食

品表示の関係法令を統一的に解釈・運用を行うととも

に、現行制度の運用改善を行いつつ問題点等を把握し、

検討します。 

消費者庁 平成 22 年度から

検討を開始し、平

成 23 年度以降、

検討結果を踏ま

え、必要な措置を

講じます。 
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